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平成24年5月，経済成長等への貢献が期待される高度な能力を持つ外国人について，出入国管理上の優遇
措置を実施してその受入れを促進するため，「高度人材ポイント制」を導入（在留資格「特定活動」）
平成25年12月に認定要件を緩和したほか，ウェブサイト掲載や関係機関へのリーフレット配布，企業・大
学等の各種会合への職員派遣等の広報活動により高度人材認定数は増加傾向
平成26年の入管法改正により，平成27年4月から高度人材に特化した在留資格「高度専門職」を新設

高度人材ポイント制の対象

高度学術研究活動 高度専門・技術活動 高度経営・管理活動（３つの分類）

それぞれの特性に応じて，学歴，職歴，年収などの項目ごとにポイントを設け，一定点数（７０点）
に達した場合に優遇措置の対象とする。

優遇措置の内容

在留期間「５年」の付与

高度専門職１号

複合的な在留活動の許容

配偶者の就労

親の帯同

永住許可要件の緩和

家事使用人の帯同

入国・在留手続の優先処理

高度専門職２号

在留期間「無期限」の付与

就労資格のほぼ全ての活動を許容

共通

高度外国人材の受入促進
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高度人材等認定件数（累計）の推移 法 務 省
Ministry of Justice
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■高度学術研究活動 （高度専門職１号イ）
■高度専門・技術活動 （高度専門職１号ロ）
■高度経営・管理活動 （高度専門職１号ハ）
■高度専門職２号

■扶養配偶者
■扶養子
■就労配偶者
■家事使用人
■親

平成24年5月7日
制度開始

平成25年12月24日
改正告示施行

平成27年4月1日
「高度専門職」施行

高度専門職２号

※「高度専門職」は平成２７年４月１日以降の名称である。 3



日本再興戦略における高度人材の位置付け 法 務 省
Ministry of Justice

２－２．女性の活躍推進／若者・高齢者等の活躍推進／外国人材の活用 （３）新たに講ずべき具体的施策 ⅲ）外国人材の活用
（高度外国人材の活用）

①高度外国人材受入環境の整備
人材の獲得競争が激化する中，日本経済の更なる活性化を図り，競争力を高めていくためには，優秀な人材を我が国に呼び込

み，定着させることが重要である。
このため，外国人の日本に対する理解の醸成や，留学生の受入れ拡大・国内企業への就職支援，JETプログラム終了者の国内

での活躍促進，外国人研究者の受入れ拡大，企業のグローバル化の推進などの施策や，高度外国人材の受入れから就労環境及び
生活環境の改善に係る課題の洗い出しや解決策について，年度中を目途に具体策の検討を進め，2015年度から省庁横断的な取
組を実施する。施策の検討の過程で，直ちに全国的に整備することが困難な課題があれば，国家戦略特区等を活用して先行的に
実施し，ニーズ・効果の検証を行うことを検討する。

とりわけ，高度外国人材の「卵」たる留学生の国内企業（特に中小企業）への就職拡大のため，関係省庁の連携の下，情報の
共有等を進めマッチング機能を充実させるとともに，先進的な企業の情報発信等を行う機会を設ける。また，外国人研究者の受
入れ拡大を図るため，優秀な若手研究者の海外との間の戦略的な派遣・招へいや，国内外に研究拠点を構築すること等により国
際的なネットワークを強化する。

高度外国人材の定着促進のため，「高度人材ポイント制」について内外における効果的な周知を図るとともに，実際に利用す
る外国人材の視点に立った分かり易いものとなるよう手続等の見直しを行う。

「日本再興戦略」改訂2014

２－２．女性の活躍推進/外国人材の活用 （３）新たに講ずべき具体的施策 ii）外国人材の活用
① 高度外国人材受入れ促進のための取組強化
・本年４月に「高度専門職」の在留資格が創設されたことも踏まえ、各府省連携の下、IT・金融・学術分野など各業界の事情に応

じて効果的な訴求の手法・機会を選択し、業界団体等も活用しつつ「高度人材ポイント制」等について、戦略的に広報する仕組
みを速やかに立ち上げ、周知と利活用を図る。

・「外国企業の日本への誘致に向けた５つの約束」（平成27年３月17日対日直接投資推進会議決定）に沿って外国人受入れ環境
の改善を進める。

・外国人材を活用する事業者による在留資格審査手続の利便性を向上させるため、事業者から問い合わせの多い提出書類、疎明方
法等に関して、本年度内を目途に主要な対応事例や対応方法等につきウェブサイト等を通じて広く解説・周知すべく、検討を進
める。

「日本再興戦略」改訂2015
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